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棒 グ ラ フ：採用市数（左目盛）
折線グラフ：採用割合（右目盛）
※採用割合は、個人質問実施市数に対する割合
※過去の調査結果と合わせて本紙が作成
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棒 グ ラ フ：開催市数（左目盛）
折線グラフ：開催割合（右目盛）
※開催割合は、調査対象市数に対する割合
※過去の調査結果と合わせて本紙が作成
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本
会
は
、
こ
の
ほ
ど
「
平
成
２７
年
度
市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実

態
調
査
結
果
」
を
取
り
ま
と
め
、
８
月
２８
日
付
け
で
全
市
区
に
発
送

し
た
。
調
査
は
、
全
国
８
１
３
市
区
に
対
し
、
２６
年
１
月
１
日
か
ら

１２
月
３１
日
を
対
象
期
間
と
し
て
、
オ
ン
ラ
イ
ン
調
査
シ
ス
テ
ム
に
よ

り
行
っ
た
。
回
収
率
は
１
０
０
％
。
調
査
結
果
は
、
本
会
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
か
ら
閲
覧
で
き
る
。
本
紙
で
は
、
そ
の
調
査
結
果
の
一
部
に
つ

い
て
、
過
去
の
調
査
結
果
も
取
り
上
げ
な
が
ら
掲
載
す
る
（
本
文
中

の
括
弧
内
の
数
字
は
、
※調
査
対
象
市
数
に
対
す
る
割
合
）
。

通通
年年
会会
期期
制制
のの
採採
用用
状状
況況

通
年
会
期
制
を
採
用
し
た
市
は

２１
市
区
（
２
・
６
％
）
と
な
り
、

前
年
の
１０
市
か
ら
倍
に
増
え
た
。

一一
問問
一一
答答
制制
のの
採採
用用
状状
況況

全
８
１
３
市
区
の
う
ち
、
個
人

質
問
実
施
市
数
は
８
０
３
市
区
。

こ
の
う
ち
一
問
一
答
制
を
採
用
し

て
い
る
市
は
６
８

４
市
区
、
個
人
質

問
実
施
市
に
対
す

る
割
合
は
８５
・
２

％
と
な
っ
た
。
近

５
年
で
見
る
と
、

２２
年
か
ら
毎
年
、

採
用
市
数
・
割
合

と
も
に
増
え
て
い

る
（
グ
ラ
フ
�
参
照
）
。

議議
会会
報報
告告
会会
のの
開開
催催
状状
況況

議
会
報
告
会
は
３
９
４
市
区

（
４８
・
５
％
）
が
開

催
し
た
。

開
催
市
数
・
割
合

は
開
催
状
況
の
調
査

を
開
始
し
た
２３
年
の

１

５

６

市

区
（
１９

・
３
％
）
か
ら
、
毎

年
増
え
て
い
る
（
グ

ラ
フ
�
参
照
）
。

※
調
査
対
象
市
数
は
▽

２２
・
２３
年
�
８
０
９

市
区
▽
２４
年
�
８
１

１
市
区
▽
２５
年
�
８

１
２
市
区

【
２
面
へ
続
く
】

提
案
募
集
で
各
府
省
に
再
検
討
を
要
請

内
閣
府
は
９
月
３
日
、
地
方
分

権
改
革
に
関
す
る
提
案
募
集
に
つ

い
て
、
第
一
次
回
答
（
市
が
提
案

主
体
の
重
点
事
項
に
つ
い
て
は
本

紙
１
９
５
０
号
４
面
参
照
）
に
対

す
る
提
案
団
体
か
ら
の
見
解
、
地

方
六
団
体
の
共
通
意
見
（
三
議
長

か
ら
は
回
答
と
し
て
提
出
�
本
紙

１
９
５
１
号
１
面
参
照
）
を
踏
ま

え
、
各
府
省
に
対
し
て
、
再
検
討

要
請
を
行
っ
た
。

な
お
、
再
検
討
の
視
点
な
ど
は

内
閣
府
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（h

t
t
p

�/
/
w
w
w
.c
a
o
.g
o
.j
p
/
b

u
n
k
e
n
-
s
u
i
s
h
i
n
/
d
o
c
/
k

a
i
g
i2
2
s
h
i
r
y
o
u
0
1
.p
d
f

）

か
ら
閲
覧
で
き
る
。

石
破
茂
・
地
方
創
生
担
当
大
臣

は
９
月
４
日
の
閣
僚
懇
談
会
で
、

各
大
臣
に
対
し
、
提
案
の
最
大
限

の
実
現
に
向
け
、
地
方
側
の
見
解

を
自
ら
確
認
し
、
再
検
討
に
当
た

り
、
強
力
な
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を

発
揮
す
る
よ
う
求
め
た
。

お
知
ら
せ

本
紙
１０
月
５
日
付
け
第

１
９
５
４
号
は
、
第
１
９

５
５
号
と
併
せ
、
１０
月
１５

日
付
け
第
１
９
５
４
・
５

号
と
し
て
発
行
し
ま
す
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1952・3号９月２５日平成27年
（2015年）

議会報告会の開催市数・割合の推移（近４年）

市市
議議
会会
のの
活活
動動
にに
関関
すす
るる
実実
態態
調調
査査
結結
果果

２６
年
中
は
２１
市
区
議
会
が
通
年
会
期
制
採
用

グラフ�

一問一答制採用市数・割合の推移（近５年）
グラフ�

（１） 平成２７年９月２５日 第１９５２・３号



棒グラフ：グラフ上部の数字は規定市数（左目盛）
　　　　　グラフ内部の網掛け部分・数字は実施
　　　　　市数（規定市数の内数）（左目盛）
折れ線グラフ（破線）：規定割合（右目盛）
折れ線グラフ（実線）：実施割合（右目盛）
※上記の割合は全て調査対象市数に対する割合
※過去の調査結果と合わせて本紙が作成
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【
１
面
か
ら
続
く
】

議議
員員
間間
討討
議議
のの
規規
定定
状状
況況

議
員
間
討
議
（
自
由
討
議
）
を

規
定
し
て
い
る
市
は
４
０
６
市
区

（
４９
・
９
％
）
と
な
っ
た
。
こ
の

う
ち
実
施
し
た
市
は
２
６
０
市
区

（
３２
・
０
％
）
だ
っ
た
。

議
員
間
討
議
の
規
定
状
況
等
の

調
査
を
開
始
し
た
２３
年
は
、
規
定

市
は
１
５
５
市
（
１９
・
２
％
）
、

実
施
市
は
１
３
５
市
（
１６
・
７

％
）
だ
っ
た
。

規
定
市
数
・
割
合
、
実
施
市
数

・
割
合
と
も
に
２３
年
か
ら
毎
年
増

え
て
い
る
（
グ
ラ
フ
�
参
照
）
。

そ

の

他

電
子
表
決
（
押
し
ボ
タ
ン
式
表

決
）
シ
ス
テ
ム
の
導
入
市
は
、
４３

市
区
（
５
・
３
％
）
だ
っ
た
。
調

査
開
始
時
の
２４
年
は
２０
市
区
（
２

・
５
％
）
、
２５
年
は
２８
市
区
（
３

・
４
％
）
だ
っ
た
。

今
回
か
ら
新
た
に
調
査
し
た
項

目
の
結
果
は
▽
議
会
独
自
の
フ
ェ

イ
ス
ブ
ッ
ク
で
情
報
を
発
信
し
て

い
る
�
３９
市
区
（
４
・
８
％
）
▽

議
会
独
自
の
ツ
イ
ッ
タ
ー
で
情
報

を
発
信
し
て
い
る
�
２０
市
区
（
２

・
５
％
）
▽
議
会
と
大
学
等
と
の

協
定
を
締
結
し
て
い
る
�
６
市

（
０
・
７
％
）
▽
議
会
モ
ニ
タ
ー

制
度
を
採
用
し
て
い
る
�
１７
市

（
２
・
１
％
）
▽
議
会
の
パ
ブ
リ

ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
実
施
し
て
い
る

�
１
０
３
市
区
（
１２
・
７
％
）
▽

住
民
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
し

て
い
る
�
３５
市
（
４
・
３
％
）
▽

議
会
に
よ
る
事
務
事
業
評
価
を
実

施
し
て
い
る
�
４１
市
（
５
・
０

％
）
▽
会
議
資
料
の
ペ
ー
パ
ー
レ

ス
化
を
実
施
し
て
い
る
�
３９
市
区

（
４
・
８
％
）
―
な
ど
と
な
っ
て

い
る
。
こ
れ
ら
の
項
目
に
つ
い
て

は
次
回
以
降
も
継
続
し
て
調
査
し

て
い
く
。

平
成
２８
年
度
の
概
算
要
求
が
８

月
３１
日
に
締
め
切
ら
れ
、
各
府
省

庁
は
概
算
要
求
の
概
要
な
ど
を
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
掲
載
し
て
い
る
。

本
紙
で
は
、
本
会
定
期
総
会
の
決

議
３
件
（
「
地
方
税
財
源
の
充
実

確
保
に
関
す
る
決
議
」
「
地
方
創

生
の
推
進
に
関
す
る
決
議
」
「
東

日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興

に
関
す
る
決
議
」
）
に
関
連
す
る

事
項
に
つ
い
て
、
概
略
を
記
す
。

地地

方方

財財

政政

総
務
省
は
８
月
２８
日
、
「
平
成

２８
年
度
の
地
方
財
政
の
課
題
」
を

公
表
し
、
２８
年
度
の
地
方
交
付
税

の
概
算
要
求
の
概
要
な
ど
を
示
し

た
。

〔
概
算
要
求
の
考
え
方
〕

地
方
交
付
税
の
概
算
要
求
の
考

え
方
と
し
て
、
地
方
の
一
般
財
源

総
額
に
つ
い
て
は
、
「
経
済
財
政

運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
２
０
１

５
」
で
示
さ
れ
た
「
経
済
・
財
政

再
生
計
画
」
を
踏
ま
え
、
２７
年
度

地
方
財
政
計
画
の
水
準
を
下
回
ら

な
い
よ
う
実
質
的
に
同
水
準
を
確

保
す
る
と
し
た
。

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
財

源
調
整
機
能
と
財
源
保
障
機
能
と

【
３
面
へ
続
く
】

【２０１５年９月号】
特集：地域で取り組むエネルギー
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概
算
要
求
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概
要
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掲
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地
方
財
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地
方
創
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、
東
日
本
大
震
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―
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【
２
面
か
ら
続
く
】

い
う
本
来
の
役
割
が
適
切
に
発
揮

さ
れ
る
よ
う
総
額
を
確
保
す
る
と

し
た
。
あ
わ
せ
て
、
交
付
税
率
の

引
き
上
げ
を
事
項
要
求
と
す
る
。

地
方
税
に
つ
い
て
は
、
地
方
法

人
課
税
改
革
な
ど
を
進
め
る
と
と

も
に
、
地
方
税
収
を
確
保
し
つ
つ
、

税
源
の
偏
在
性
が
小
さ
く
税
収
が

安
定
的
な
地
方
税
体
系
を
構
築
す

る
と
し
た
。
グ
リ
ー
ン
化
推
進
な

ど
の
観
点
か
ら
行
う
車
体
課
税
の

見
直
し
に
つ
い
て
も
、
適
切
に
対

応
す
る
と
し
て
い
る
。

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
事

業
費
に
つ
い
て
は
、
地
方
法
人
課

税
の
偏
在
是
正
を
進
め
る
こ
と
な

ど
に
よ
り
恒
久
財
源
を
確
保
し
、

地
方
団
体
が
自
主
性
・
主
体
性
を

最
大
限
発
揮
し
て
地
方
創
生
に
取

り
組
め
る
よ
う
支
援
す
る
と
し
た
。

東
日
本
大
震
災
に
係
る
復
旧
・

復
興
事
業
等
に
つ
い
て
は
、
復
興

・
創
生
期
間
（
２８
〜
３２
年
度
）
に

お
い
て
も
通
常
収
支
と
は
別
枠
で

整
理
し
、
地
方
の
所
要
の
事
業
費
、

財
源
を
確
実
に
確
保
す
る
と
し
、

事
項
要
求
と
す
る
。

別
枠
の
加
算
に
つ
い
て
は
、
危

機
対
応
モ
ー
ド
か
ら
平
時
モ
ー
ド

へ
の
切
り
替
え
を
進
め
て
い
く
こ

と
を
基
本
と
し
、
地
方
の
税
収
の

動
向
な
ど
を
踏
ま
え
る
と
し
た
。

臨
時
財
政
対
策
特
例
加
算
に
つ

い
て
は
、
２６
年
度
か
ら
２８
年
度
に

お
け
る
財
源
不
足
を
国
と
地
方
が

折
半
で
補
填
す
る
ル
ー
ル
に
基
づ

き
行
う
と
し
た
。

〔
地
方
財
政
収
支
の
仮
試
算
〕

地
方
財
政
収
支
の
仮
試
算
（
概

算
要
求
時
）
に
お
い
て
、
一
般
財

源
を
前
年
度
比
０
・
８
％
増
の
６２

・
０
兆
円
と
し
た
。

地
方
交
付
税
は
、
地
方
団
体
へ

の
交
付
ベ
ー
ス
（
出
口
ベ
ー
ス
）

で
、
前
年
度
比
２
・
０
％
減
の
１６

兆
４
２
６
６
億
円
と
し
た
。

地
方
税
は
、
内
閣
府
の
「
中
長

期
の
経
済
財
政
に
関
す
る
試
算
」

に
よ
る
名
目
成
長
率
な
ど
を
用
い

て
試
算
し
、
前
年
度
比
３
・
６
％

増
の
３８
・
９
兆
円
と
し
た
。

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
事

業
費
は
前
年
度
と
同
額
の
１
兆
円

と
し
た
。
ま
た
、
歳
出
特
別
枠
で

あ
る
地
域
経
済
基
盤
強
化
・
雇
用

等
対
策
費
も
前
年
度
同
額
の
０
・

８
兆
円
と
し
た
。
歳
出
特
別
枠
の

取
り
扱
い
に
つ
い
て
は
、
経
済
・

財
政
再
生
計
画
を
踏
ま
え
、
予
算

編
成
過
程
で
必
要
な
検
討
を
行
う

と
し
て
い
る
。

〔
地
方
交
付
税
の
算
定
基
礎
〕

地
方
交
付
税
算
定
基
礎
（
下
表

参
照
）
で
は
、
入
口
ベ
ー
ス
（
一

般
会
計
か
ら
交
付
税
及
び
譲
与
税

配
付
金
特
別
会
計
へ
の
繰
り
入

れ
）
に
つ
い
て
、
前
年
度
比
１
・

４
％
増
の
１５
兆
６
３
０
１
億
円
と

し
た
。
内
訳
は
�
国
税
４
税
の
法

定

率

分

等
１４
兆
２
３
７
１
億

円

（
前
年
度
比
７

・
０
％
増
）
と

�
一
般
会
計
か

ら
の
加
算
分
１

兆
３
９
２
９
億

円
（
同
３４
・
２

％
減
）
。

�
国
税
４
税

の
法
定
率
分
等

は
、
地
方
交
付

税
法
等
の
一
部

改
正
に
よ
り
、

２７
年
度
か
ら
地

方
交
付
税
の
法

定
率
が
見
直
さ

れ
、
た
ば
こ
税

に
つ
い
て
は
、

交
付
税
原
資
か

ら
除
外
さ
れ
た
。

国
税
４
税
の
法

定
率
は
現
在
、

▽
所
得
税
�
３３

・
１
％
▽
法
人

税
�
３３
・
１
％

▽
酒
税
�
５０
・

０
％
▽
消
費
税

�
２２
・
３
％
と

な
っ
て
い
る
。

�
一
般
会
計
か
ら
の
加
算
分
の

う
ち
、
別
枠
の
加
算
に
つ
い
て
は
、

前
年
度
比
６９
・
６
％
減
の
７
０
０

億
円
と
し
た
。
臨
時
財
政
対
策
特

例
加
算
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
比

４７
・
０
％
減
の
７
６
９
３
億
円
と

し
て
い
る
。

な
お
、
概
算
要
求
は
、
仮
置
き

の
計
数
で
あ
り
、
経
済
情
勢
の
推

移
、
税
制
改
正
の
内
容
、
国
の
予

算
編
成
の
動
向
な
ど
を
踏
ま
え
、

地
方
財
政
の
状
況
等
に
つ
い
て
検

討
を
加
え
、
予
算
編
成
過
程
で
調

整
す
る
。地地

方方

創創

生生

地
方
創
生
関
連
の
概
算
要
求
で

は
、
地
方
創
生
の
深
化
の
た
め
の

新
型
交
付
金
と
し
て
、
政
府
全
体

で
１
０
８
０
億
円
を
要
求
し
た
。

従
来
の
縦
割
り
事
業
を
超
え
た
取

り
組
み
（
�
先
駆
性
の
あ
る
取
り

組
み
�
既
存
事
業
の
隘
路
を
発
見

し
、
打
開
す
る
取
り
組
み
（
政
策

間
連
携
）
�
先
駆
的
・
優
良
事
例

の
横
展
開
）
―
を
支
援
す
る
と
し

て
い
る
。東東

日日
本本
大大
震震
災災

東
日
本
大
震
災
に
つ
い
て
、
復

興
庁
（
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別

会
計
）
の
概
算
要
求
で
は
、
前
年

度
比
３
９
５
億
円
増
の
２
兆
４
７

５
９
億
円
を
要
求
し
た
。
復
興
・

創
生
期
間
に
お
け
る
被
災
地
の
復

興
に
必
要
な
取
り
組
み
を
着
実
に

進
め
る
と
し
て
い
る
。
�
被
災
者

支
援
（
健
康
・
生
活
支
援
）
�
住

宅
再
建
・
復
興
ま
ち
づ
く
り
�
産

業
・
生
業
（
な
り
わ
い
）
の
再
生

�
原
子
力
災
害
か
ら
の
復
興
・
再

生
―
な
ど
を
行
う
。

増減率
Ｃ／Ｂ

７．０％

７．３％

６．５％

２．４％

５．７％

△２７．２％

△３４．２％

２８．０％

△６９．６％

△４７．０％

１．４％

１８．４％

△７３．１％

△４０．５％

△ ２．０％

増減額
（Ａ－Ｂ）

Ｃ

９，３５８

３，９７６

２，３５５

１６０

２，１９２

６７５

△７，２２６

１，２１０

△１，６００

△６，８３６

２，１３２

８７６

△６，２９０

△５，４１４

△３，２８２

平成２７年度
当初予算額

Ｂ

１３３，０１３

５４，４２３

３６，３７７

６，５４０

３８，１６０

△２，４８６

２１，１５５

４，３２６

２，３００

１４，５２９

１５４，１６９

４，７７０

８，６１０

１３，３８０

１６７，５４８

平成２８年度
当初要求額

Ａ

１４２，３７１

５８，３９９

３８，７３２

６，７００

４０，３５２

△１，８１１

１３，９２９

５，５３６

７００

７，６９３

１５６，３０１

５，６４６

２，３１９

７，９６５

１６４，２６６

区 分

国税４税（※１）の法定率分等 �

所得税×３３．１％（２６年度３２％）

法人税×３３．１％（２６年度３４％）

酒税×５０％（２６年度３２％）

消費税×２２．３％（２６年度２２．３％）

平成２０、２１年度補正予算精算分等

一般会計からの加算分 �

法定加算等

別枠の加算

臨時財政対策特例加算

計（入口ベース） �＋�＝ �

地方法人税の法定率分 �

その他（借入金償還額、繰越等） �

計 �＋�＝ �

地方交付税総額（出口ベース）�＋�

一
般
会
計

特
別
会
計

平成２８年度地方交付税算定基礎 （単位：億円）

※１平成２６年度は国税５税だったが、２７年度については、たばこ税が交付税原資から除外されている。
※総務省資料を基に本紙が作成した。

※特別会計とは「交付税及び譲与税配付金特別会計」のこと。

※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計、増減率が一致しない場合がある。

（３） 平成２７年９月２５日 第１９５２・３号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



地
方
債
計
画
案
を
公
表
―
総
務
省

総
務
省
は
８
月
２８
日
、
「
平
成

２８
年
度
地
方
債
計
画
案
」
を
公
表

し
た
。

２８
年
度
の
計
画
額
の
規
模
は
、

前
年
度
比
２
・
９
％
減
の
１１
兆
５

８
２
２
億
円
と
し
た
。

普
通
会
計
分
は
、
前
年
度
比
１

・
９
％
減
の
９
兆
３
２
４
９
億
円
、

地
方
財
源
の
不
足
に
対
処
す
る
た

め
の
臨
時
財
政
対
策
債
は
、
前
年

度
比
２
・
１
％
減
の
４
兆
４
２
９

０
億
円
を
見
込
む
。
退
職
手
当
債

に
つ
い
て
は
、
予
算
編
成
過
程
で

検
討
す
る
。

ま
た
、
公
営
企
業
会
計
等
分
は
、

前
年
度
比
６
・
９
％
減
の
２
兆
２

５
７
３
億
円
を
見
込
ん
だ
。

計
画
案
に
つ
い
て
は
、
臨
時
財

政
対
策
債
を
含
め
て
、
国
の
予
算

編
成
の
内
容
、
地
方
財
政
を
め
ぐ

る
動
向
等
に
対
応
し
、
全
体
と
し

て
所
要
の
修
正
を
行
う
と
し
て
い

る
。東

日
本
大
震
災
分
に
つ
い
て
は
、

関
連
事
業
の
円
滑
な
推
進
の
た
め
、

公
的
資
金
で
所
要
額
全
額
の
確
保

を
図
り
、
別
途
策
定
す
る
と
し
た
。

【開催日時】平成２７年１０月２９日（木）午後１時～
午後４時４０分（正午受付開始）

【開催場所】都市センターホテル３階「コスモスホール」
東京都千代田区平河町２－４－１

【プログラム】
「何が求められるのか？誰が担うのか？何ができるのか？」
～地域医療構想を医療経営視点から戦略策定する～

公益財団法人筑波メディカルセンター事務局長
鈴 木 紀 之 氏

「地域が守る医療」
～兵庫県丹波市の住民の取組から～

丹波新聞社編集部記者
足 立 智 和 氏

【参加対象】全国自治体病院経営都市議会協議会加盟都市・組合の議
会正副議長、議員、議会事務局職員、病院職員及び市長
部局担当職員

【定 員】４００名程度（先着順）

※１団体当たりの人数制限はありません。

※申込状況については全国市議会議長会フェイスブックに

随時掲載いたします。

※定員に達した時点で締切といたします。

【参 加 費】無料（ただし協議会加盟都市・組合以外は１人２，０００円）

【申込方法】全国市議会議長会ホームページより参加申込書を印刷し
必要事項をご記入のうえ、��������������

必ず議会事務局を通じてファ
クスにてお申込ください。

【問合せ先】全国市議会議長会 政務第二部 福田・内田
TEL：０３‐３２６２‐５２３６

第第
２２３３
回回
専専
門門
小小
委委
がが
開開
催催

第
３１
次
地
方
制
度
調
査
会
第
２３

回
専
門
小
委
員
会
（
委
員
長
�
長

谷
部
恭
男
・
早
稲
田
大
学
教
授
）

は
９
月
１０
日
、
総
務
省
で
開
催
し

た
。審

議
で
は
、
「
議
会
制
度
や
監

査
制
度
等
の
地
方
公
共
団
体
の
ガ

バ
ナ
ン
ス
の
あ
り
方
に
つ
い
て
」

を
議
題
と
し
、
事
務
局
か
ら
の
会

議
資
料
の
説
明
の
後
、
今
後
検
討

す
べ
き
論
点
に
つ
い
て
議
論
し
た
。

委
員
か
ら
は
「
議
決
権
の
拡
大
、

議
長
へ
の
議
会
招
集
権
の
付
与
、

決
算
不
認
定
時
の
首
長
の
対
応
措

置
な
ど
が
必
要
で
は
な
い
か
」
と

の
意
見
が
あ
っ
た
。

な
お
、
事
務
局
か
ら
の
説
明
で

は
、
資
料
に
基
づ
き
、
地
方
議
会

に
お
け
る
制
度
の
導
入
状
況
等
に

関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
、
議
会

議
員
の
平
均
年
齢
と
年
齢
構
成
比

の
推
移
イ
メ
ー
ジ
、
議
員
定
数
の

推
移
、
今
後
検
討
す
べ
き
論
点
な

ど
が
示
さ
れ
た
。
ア
ン
ケ
ー
ト
結

果
で
は
、
全
市
区
町
村
１
６
９
３

団
体
中
、
�
通
年
会
期
制
導
入
６７

団
体
（
３
・
８
％
）
�
夜
間
・
休

日
議
会
開
催
６１
団
体
（
３
・
５

％
）
�
事
務
局
の
共
同
設
置
０
団

体
（
０
・
０
％
）
�
公
聴
会
開
催

６
団
体
（
０
・
３
％
）
、
参
考
人

制
度
利
用
１
９
２
団
体
（
１１
・
１

％
）
�
専
門
的
事
項
調
査
利
用
１０

団
体
（
０
・
５
％
）
―
と
な
っ
て

い
る
。
今
後
検
討
す
べ
き
論
点
に

は
「
議
選
監
査
委
員
を
置
か
な
い

こ
と
も
選
択
肢
と
し
て
設
け
る
べ

き
で
は
な
い
か
」
な
ど
が
挙
げ
ら

れ
て
い
る
。
会
議
資
料
に
つ
い
て

は
総
務
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（h

t
t

p

�/
/
w
w
w
.s
o
u
m
u
.g
o
.j

p
/
m
a
i
n
_
s
o
s
i
k
i
/
s
i
n
g
i

/
c
h
i
h
o
u
_
s
e
i
d
o
/
0
2
g
y
o

s
e
i0
1
_
0
3
0
0
0
2
3
5
.h
t
m

l

）
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
。

（一財）地方自治研究機構では、平成２７年度「地方議会活性化
セミナー」を開催します。当セミナーは、地方分権の推進に伴う
条例制定権の拡大に対応した条例制定や地方公共団体の創意工夫

による施策の立案等地方議会の役割が益々大きくなるなかで、時

代の変化に即応した議会運営のあり方等地方議会の活性化方策を

探求するものです。

地方議会に詳しい江藤俊昭先生（山梨学院大学教授）の基調講

演の他、議会改革に取り組む先進自治体議会議長による事例紹介

と意見交換を予定しており、議員及び議会事務局職員の皆様に役

立つ実践的な内容となっておりますので、是非御参加下さいます

よう御案内申し上げます。

◆日時及び会場：

１０月１５日（木）１３：００～ 東京都千代田区：全国町村議員会館２階

会議室

◆講 師：江藤 俊昭氏（山梨学院大学教授）

加納 康樹氏（三重県四日市市議会議長）

寺島 渉氏（長野県飯綱町議会議長）

◆プログラム：

１３：００～１３：０５ 開会挨拶

１３：０５～１４：１０ 地方議会の活性化について （江藤俊昭先生）

１４：２０～１５：００ 議会改革先進的取組事例�
（加納康樹四日市市議会議長）

１５：００～１５：４０ 議会改革先進的取組事例�
（寺島渉飯綱町議会議長）

１５：５０～１６：３０ 意見交換・質疑応答

（江藤先生、加納議長、寺島議長）

◆受 講 料：受講料（教材費込・税込）賛助会員１０，０００円、

非賛助会員１５，０００円

◆申 込 先：（一財）地方自治研究機構まで以下の方法でお申込み

ください。

お申込み専用フォーム：

https : //krs.bz/gyosei/m/rilg_koshu

メール：koshu@rilg.or.jp

FAX：０３‐５１４８‐０６６４

◆問 合 せ 先：一般財団法人 地方自治研究機構 研修部

電話 ０３‐５１４８‐０６６２ FAX ０３‐５１４８‐０６６４

◆そ の 他：詳細は当機構HP http : //www.rilg.or.jp/htdocs/

003.html を御参照下さい。

災災
害害
救救
助助
法法
のの
適適
用用

台
風
第
１８
号
等
に
よ
る
大
雨
に

よ
り
、
茨
城
県
は
古
河
市
、
結
城

市
、
下
妻
市
、
常
総
市
、
守
谷
市
、

筑
西
市
、
坂
東
市
、
つ
く
ば
み
ら

い
市
の
８
市
ほ
か
２
町
に
、
栃
木

県
は
栃
木
市
、
佐
野
市
、
鹿
沼
市
、

日
光
市
、
小
山
市
、
下
野
市
の
６

市
ほ
か
２
町
に
、
災
害
救
助
法
を

適
用
し
た
（
適
用
日
・
９
月
９

日
）
。
宮
城
県
は
仙
台
市
、
栗
原

市
、
東
松
島
市
、
大
崎
市
の
４
市

ほ
か
４
町
に
、
災
害
救
助
法
を
適

用
し
た
（
適
用
日
・
９
月
１０
日
）
。

全国市議会議長会の全国自治体病院経営都市議会協議会は、加
盟都市・組合議会による病院経営の健全化のための活動に資する
ことを目的に、地域医療政策に関するセミナーを開催しておりま
す。
今回は、医師不足・偏在問題をはじめ、地域における医療現場

の実態について詳しいお二人の講師より、地域医療をいかに守り
育てるかについて、お話を伺います。

平平成成２２７７年年度度「「地地方方議議会会活活性性化化セセミミナナーー」」のの開開催催

～時代の変化に即応する議会運営のあり方等議会の活性化方策を探求する～

第第１１１１回回 地地域域医医療療政政策策セセミミナナーー
主催 全国自治体病院経営都市議会協議会
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